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Abstract 
This article proposes that many choices are made unconsciously and are strongly affected by the 
environmental cues in consumer behavior.  It provides an analysis of the simultaneous influence of 
product attributes and environmental cues in the buying information process.  The results of this 
experimental study indicate that the influence of product attributes and environmental cues on the 
consumer`s self-evaluation increases.  It shows that the quality of self-evaluations jointly explained 
by environmental cues increases as experience accumulates. 
 
要  約 
本稿では、選択行動における購買情報処理過程を認知構造に基づき、より単純化されたフレ
ームのもとで把握するための行動操作実験の結果がまとめられている。特に、本研究において
行われた実験では、購買情報処理における選択手続き的側面に主たる焦点を絞ることで、行動
主体が自ら行った選択行動の整合性に対していかに評価しているか、環境的要因の提示にいか
に反応するか、そして選択行動に対する消費者の自己評価にいかなる影響を与えるかといった
潜在的に発現する購買情報処理過程の全容を明確に示すための検証が行われている。 
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 1 ．はじめに ─ 問題提起 
行動主体の選択行動に影響を与える購買誘因に関する先行研究では、購買判断における情報処理過程
が、認知構造に基づき認知・非認知の二つの局面から把握されているが、各過程はそれぞれ独立した次
元から把握されており、各過程間の相関関係や、さらにはそれぞれの局面における各誘因の相互効果
（同時的効果）に関する研究は未だに十分なされていない。実際、消費者の購買行動を誘導するために
提供される情報やメッセージの多くは、対象となる商品に関連している属性情報により構成されている。
それは、そのような商品属性が持つ「客観性」が商品に対する消費者の合理的評価作業に肯定的要因と
して作用するという信念に基づいているからである。無論、商品関連属性に関する様々な情報は企業や
マーケティング主体側にとって、明示的に消費者の購買行動を操作するための重要な「利用可能資産」
となり得る。しかし、このような、いわゆる客観的証拠は消費者の「選択的注意」により希薄化される
可能性が高く、消費者自らが与えられた多様な属性情報に注意を払わない限り、それらの属性情報が購
買判断に活用される確率はそれほど高くない。したがって、自社商品に対する肯定的評価につながる属
性情報をもって、消費者の購買判断における有効性を高めるには、様々な購買状況において情報そのも
のが持つ比重関係を明らかにする必要がある。 
一方、全ての属性情報に対する消費者の選択的注意が諸過程において欠落している非認知型（無意識
的）情報処理による購買行動も想定する必要がある。すなわち、行動主体にとって商品とは直接関連し
ていないと認識されている外部情報、いわゆる環境的要因が最終的な購買判断に関わっているケースで
ある。このような場合、消費者が認識している購買誘因は対象となる商品関連情報に対する具体的な区
別がなされておらず、その多くは自らの評価過程における尺度項目として明確に把握されていない「曖
昧な」形態となる。このように明確に認識されない環境的な購買誘因は消費者の購買判断に直接・間接
的に影響を与えると考えられる（Bargh, 1997; van Baaren, 2003; Dijksterhuis, 2004; Johnston, 
2002）。 
以上を踏まえると、特定の商品の持つ全般的特性（属性情報）と外部要因（環境的要因）との同時効
果と、付与情報に伴われる選択行動の時系列的な変化過程を明らかにすることは、戦略立案の効率性と、
そこで生まれる戦略の有効性の向上につながると考えられる。本稿では、このような課題に関して、模
擬店舗実験による実証分析を試みる。なお、今回の実験は、平成22年度科学研究費助成金（若手研究
B）の支給を受け行われたもので、本稿はその研究課題遂行の一環としてまとめられたものである。 
 
 2 ．先行研究の考察および仮説設定 
 2－ 1  研究モデルの設定 
本稿における検証構造をより明確にするべく、仮説設定の前に、まず実験条件の基本的な構図に関し
て論じる。本実験を通じて行われる検証作業の大前提となる仮説は、「評価が容易で肯定的（否定的）
な属性情報は、選択肢に対する評価作業と最終的な選択行動に関連する態度に肯定的（否定的）な影響
を与える」「評価難易度が高く成果の予測が不明確な属性情報が与えられることで情報処理過程は非合
理的な様相を呈するようになり、そこに肯定的（否定的）な環境的要因が追加されると、それに同化さ
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れた方向をもって選択行動に影響を与える」とまとめられる。このような仮説を検証するためには、少
なくとも二種類の誘因提示（属性情報と環境的要因）と二つの操作対象（統制群と実験群）、それに加
え、情報処理過程の基本的な遂行与件を設けるために、評価難易度が低く比較的に明確な属性情報のみ
が提示される与件設定を最初に実施することが求められる。 
まず、被験者に提示される属性情報は、検証項目の単純化を図るため、行動関連態度や購買意図に最
も明確な影響を与える金銭的費用条件、すなわち、商品選択における価格オプションのみに限定し実験
設計を行うことにする。また、選択対象となる 2 つの商品には、実験中に提示される環境的要因との関
連性を考慮したそれぞれ異なる味を商品属性の基本情報として設定している。被験者に提示する属性情
報のオプション水準は、被験者が与えられた情報から明確な優劣関係を容易に見出せるか否かを基準に、
評価難易度の低いものと高いものとで分類し、前者のオプション水準をもって中立条件を設定する。そ
の後行われる条件設定としては、難易度の異なった属性情報と環境的要因を順次に追加し、各段階にお
ける自己評価水準の変化を観察する。 
最終的な選択肢となる商品は、統制群と実験群の両方に同一設定された映像を見せることで提示され
る。実験は、被験者が二つの選択肢のうち、一つのターゲット商品を選び、自らの選択行動に対する評
価や態度、そして整合性に関する成果への評価などに関する設問に答えるという設計となっており、最
初の段階では統制群・実験群ともに同条件に操作された二つの商品映像を、その後は難易度を変更した
属性情報（価格オプション）が提示された映像を見ることになる。なお、実験群には、 2 種類の環境的
要因（嗅覚・言語情報）が別途に与えられ、選択されたターゲット商品に関する異なったオプションを
経験することになる。提示誘因は、いずれも操作的属性情報（味）と関連しているものであり、追加さ
れる価格オプションと同化的効果を生み出すと想定されるもの（補完誘因）と、価格オプションと背馳
されるもの（代替誘因）に分類した形で設計されている。 
図１は、期待不一致パラダイム（Oliver, 1985）における変数別の各段階を選択手続きに対するもの
に修正した仮説モデルに基づき、本稿で想定している購買行動の形成過程における二つの情報処理が互
いに影響を与え統合される過程である。図１の上段にある「期待→評価→態度」の過程は、認知的評価
に基づく従来の期待不一致モデルを表している。それに対し、図１の下段にある「期待→非指向性感情
状態→態度」の経路は非認知型処理過程を表しており、「期待・評価・態度」の対応変数として、入力
情報に対する短期的で比較的インパクトの弱い情緒的トーンを表す「非指向性感情状態」が新たに設定
されている。 
要するに、属性評価による特定の選択行動に対する一定の期待値とその行動の整合性を評価した結果
が態度につながる過程、そして態度が成果不一致（±）に移行される過程においては非指向性感情状
態が重要な役割を果たしているということである。換言すると、属性評価と環境的要因の介入に対する
先行変数としては期待が、非指向性感情状態に対する代替的先行変数としては評価を提示することにな
る。以下に示される実験では、この修正モデルに基づき、行動主体の行う情報処理過程における誘因効
果に関する検証を行う。 
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出典：Oliver（1985）を基に、筆者作成。 
図１ 合理的・非合理的情報処理過程の統合モデル 
 
 2－ 2  評価難易度の変化による影響─抽象化過程 
選択行動に対する評価過程において過剰な情報処理を強いられている場合、最終的な成果行動に必要
な属性の評価過程が不明確なものとなり、それに関する情報処理も省略される可能性が生じる。既に先
行研究では、情報過剰状態の下では、効率的な意思決定ができなくなることが論証されている
（Jacoby, Speller & Kohn, 1974）。すなわち、与えられた問題を解決するための行動主体の情報処理能
力には限界があり、自らの選択行動に関連する全ての情報を処理できるという完全合理性に基づいた最
適化の概念は、多分に「制限的な」ものとなる。本稿で行う実験では、限られた操作条件の下で行動主
体の情報過剰状態を現実に近いものとして再現するために、提示情報の量を操作対象にする代わりに、
単一属性の評価難易度を引き上げることによる与件設定を行った。本実験では、明確な単一属性情報に
より情報処理を行った行動主体が、その後評価難易度の高い単一属性情報に直面した場合、精巧な最適
化に基づいた選択行動を行わず、その結果、選択行動に対する集中度の低下につながる効果について、
以下の仮説を設定し検証を行う。 
 
H1 認知的情報処理過程は高い評価難易度により、代替的情報処理過程へ移行される。 
 
 2－ 3  環境的要因による影響─感覚的プライミング効果による行動操作 
環境的要因によるプライミング効果は選好と行動との関係性に影響を与えるとされており、既に多く
の先行研究において、とりわけ特定の他人に対する模倣行動とそのような関係性との間に存在する特徴
的相関関係に関する様々な知見が得られている（Bernieri, 1988; Charney, 1966; LaFrance, 1979; 
LaFrance & Broadbent, 1976）。その中でも、視覚や聴覚など、いわゆる感覚受容器に受容される情報
に基づき、無意識的に発現される選択行動に関する研究が多くなされている。しかしながら、上述した
先行研究において提示された操作誘因としての環境的要因は、いずれも既存の情報処理の成果との関連
性を想起させるもので、行動主体が情報処理を行う前から、予測される成果行動との関連性に気づいて
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いる可能性が高い。したがって、本稿の実験では、より単純で明確な効果が期待される情報として以下
に示す嗅覚情報のみを設定し、情報処理の各段階における誘因効果に関する検証を行う。 
感覚的に受容される情報のうち、嗅覚情報と購買関連態度との関係については、Holland、
Hendriks、Aarts（2005）の実験で実証されており、その結果は、嗅覚情報がボトムアップの形態で
行動主体の事後行動と結び付けられ、認知モデルにおいて想定されている「認知―行動リンク」の様相
に影響を及ぼしたことを示している。なお、嗅覚情報は行動主体の感覚受容器に受容される情報のうち、
記憶構造と最も高い関連性を有するとされている（Lindstrom, 2005）。特に、行動主体の感覚に肯定
的に作用する香りと記憶構造における想起過程、そして購買行動との関係については、数多くの研究が
なされているが、そのいずれにおいても、行動関連態度に明示的な関連性を持つ嗅覚情報を特定してお
らず、トップダウンの形態で行われる情報の内面化過程において、状況による結果の相違が生まれる可
能性を払拭することができなかった。そのため、本稿で行った実験では、被験者に与える属性情報と関
連する嗅覚情報を操作変数として採択し、以下のような仮説のもと、検証を行う。 
 
H2 環境的要因（感覚情報）は、行動主体の選択行動に有意な影響を与える。 
 
 2－ 4  環境的要因による影響─言語情報によるプライミング効果 
前述のように、認知した明示的な情報を基に情報処理を行う際、行動主体は時々与えられた情報の限
界を超えた形態として選択行動を行うことがある。例えば、我々は他人の行動に関する言語的な知覚を
通じて、潜在的かつ自動的にその性格特性や通念、そして目標を活性化させる（Bargh, 1994; Devine, 
1989; Gilbert, 1989; Hassin et al., 2005; Uleman et al., 1996）。社会認知学に関する先行研究では、
言語情報の提示により特定の概念が活性化されると、それに相応した行動につながると説明されている。 
先行研究では、言語情報の提示による概念注入に基づき、無意識的な行動の活性化（プライミング）
が触発されることに関して、成果行動が提示情報の意味知覚と同化的に発現されることが、主に肯定的
なものと否定的なものの二つの局面から把握されている（Carver, Ganellen, Froming, Chambers, 
1983; Barge, Chen, Burrows, 1996）。また、主観的規範の影響を排除し、特定の社会において広く共
有される一般的スキーマに関連した言語情報によるプライミング効果に関する研究（Barge, Chen, 
Burrows, 1996）や、最終的な行動関連態度と成果行動だけではなく、情報処理過程における知的評価
作業の段階にも影響を与えるものもあるということが明らかとなっている（Dijksterhuis, Bargh, 
2000）。このように、言語情報による行動操作を行ったことで活性化された行動関連態度が認知過程の
外部領域において、情報の持つ意味に相応する行動を促進させるということは、当該分野では明示的な
事実とされている。 
上述した先行研究の成果から、行動主体の行動関連態度が、与えられた言語情報の特性に影響され、
それに類似した形態へ変化するということが見てとれる。これは、すなわち、情報処理過程における無
意識的な経路に言語情報による行動操作を行うことで、行動主体の態度や行動を、操作主体が意図した
方向へ向けさせることが可能であるということを示唆している。しかしながら、言語情報によるプライ
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ミング効果を、購買状況の下で行われる選択行動に限定させた研究はそれほど多くないのが現状である。
本稿では、そのようなプライミング効果を購買情報処理過程において顕在化させ、それに随伴される選
択行動の可変的側面についての考察を行うべく、以下の仮説のもと、検証を行う。なお、言語情報によ
る行動操作は、先行操作における誘因間干渉を最小化させるために、ネガティブ情報のみで操作を行う。 
 
H3 環境的要因（言語情報）は、行動主体の選択行動に有意な影響を与える。 
 
 2－ 5  認知的精巧化─具体化過程 
購買行動における環境的要因の無意識的なプライミング効果は必ずしも恒常性を前提にしてはいない。
たとえ特定の購買行動が無意識的に行われることは明示的に事実であるとしても、行動が棄却される際
には、そこに新たな情報処理過程が介入し、比較的精巧な評価作業が行われるようになる（Simonson, 
2005）。先行研究では、新たに提示された情報が前置のものより比較的明確な特性を持っている場合、
当該情報に対する評価作業をより慎重に行うようになると報告されている（Hong & Wyer, 1989）。 
前述した情報処理過程における誘因に対する一致・同化的評価過程は行動様式の習慣化や行動誘因の
周辺化により形成された一定の期待値がトップダウンの主導的過程により演繹的に行われるのに対し、
行動誘因の明確な場合は、むしろボトムアップの帰納的評価過程が特定の認知的情報処理において主導
的役割を果たすようになる。このような場合において、購買対象の属性情報に対する知覚は確信のもと
で行われ、その際介入する特定の情報処理は診断性の向上につながる。したがって、与えられた情報の
メリットが曖昧でなければ、情報処理における認知的評価過程は具体化されると考えられる。 
一方、認知型・非認知型情報処理はそれぞれ独立したプロセスではあるものの、両過程が混在して発
現する場合もある。すなわち、環境的要因の無意識的誘因効果を圧倒する属性情報が行動主体に明確に
認知された場合、精巧な属性評価に基づいた情報処理が行われる可能性が向上される。このような事例
は、消費者が購買選択を行う際に得られるであろう効用よりは、むしろ特定の無意識的ルールに左右さ
れることを示している。 
また、評価難易度の高い属性情報が与えられた場合、前述した抽象化過程により、潜在的な情報処理
に転じると予測されるが、仮にその後、情報と行動間の因果関係が比較的明確な、評価難易度の低い情
報が追加的に提示されたら、環境的要因の誘因効果が相殺・棄却され、精巧な情報処理が改めて発現さ
れる可能性や、さらに環境的要因による行動操作が追加的に行われた場合、当初の選択行動に「一致・
同化的な」方向へ相乗効果（属性情報に対する環境的要因の補完効果）を生み出すかについても考察が
必要である。本稿では、そのような情報処理の変化経路を「具体化過程」であると定義し、以下の仮説
のもと、検証を行う。 
 
H4 属性情報と一致する環境的要因が与えられ、さらに行動主体が明確で肯定的な属性情報を改めて
認識した場合、成果行動はその情報に一致・同化的な方向へ移行される。 
 
─   ─ 141
 2－ 6  提示情報に対する認知率─誘因認知に対する回想（recall）評価 
選択行動における環境的な誘因操作に対する行動主体の誘因認知率を検証するために、本実験では、
事後回想（recall）方式の設問項目での検証を想定した仮説を設定する。基本となる前提は、行動発現
誘因となる環境的要因が行動主体の情報処理過程において、選択的注意が向けられないままターゲット
商品に対する評価作業が行われるということである（Bargh, 1994; Devine, 1989; Gilbert, 1989; 
Hassin, 2005; Uleman et al., 1996）。認知モデルに関する先行研究では、行動主体が行った評価作業
が慎重かつ精巧に行われるほど、評価作業に影響を与えた誘因情報がより具体的な形態として記憶構造
に保存されるとされているが（Biehal & Chakravarti, 1982）、本実験では、評価難易度の高い属性情
報に対する代替要因という条件（抽象化過程）が環境的要因の提示与件となっているため、被験者であ
る行動主体は自らの選択行動に影響を与えた感覚的入力情報を明示的な因果関係のもとで内面化させて
いないと想定されている。このような環境的要因に対する行動主体の認知率については、以下のような
仮説を設定し検証を行う。 
 
H5.1 環境的要因（感覚情報）の影響は、その因果関係が認知されず活性化される。 
H5.2 環境的要因（言語情報）の影響は、その因果関係が認知されず活性化される。 
 
 3 ．実験の概要 
 3－ 1  本実験におけるサンプルの選定 
本実験において行動操作誘因による選択行動の変化を明確に見出すためには、選好や主観的規範、そ
して自己統制能力に比較的影響されない商品を選定する必要があった。そのため、事前調査を通じて選
ばれた複数の候補から、追加的オプションとして設定している「味」の好みによる選択行動の相違が十
分小さいか、言語情報にプライミングが容易に行われるよう、商品関連知識水準が一定に維持されるよ
うな、親しみのある商品であるか、などを総合的に考慮した上、最終的に乳酸菌飲料を購買対象商品に
選定した。本実験の被験者は、過去 2 週間の間、購買対象商品の購入経験を持つ都内在住の20代から
30代の会社員100名が対象となっており、それぞれ実験群50名、統制群50名が参加した。男女比率は
50：50、年齢構成比は20代と30代を50：50で募集し、実験群と統制群にそれぞれ均等に配置した。 
 
 3－ 2  実験の設計と誘因操作 
本実験では、実験中に追加される属性情報や環境的要因による行動変化の推移が観測できるように設
計されており、購買対象となる 2 つの商品を、実験室前方に設置された 2 つの大型スクリーンに、パ
ッケージを取り除いた状態の写真を映写することで提示した。実験は、同条件の商品 A と B を被験者
に選択させる方式で、計 4 回実施された。追加される共通オプションは、価格と味（事前調査で選好
度の相違が最も小さかった 2 種類の味）の 2 つの属性情報、そして評価難易度の調整に限定し、実験
群にのみ環境的要因の誘因操作を行った。 
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図２ 各実験段における階評価難易度調整と提示誘因の工程表 
 
実験群には、環境的要因によるプライミング効果を確認するために、「嗅覚情報」「言語情報」の 2 つ
の操作を、被験者には伝えずに行った。嗅覚情報の操作は、 2 回目の実験の際に行った。情報の提示は、
実験室にリンゴの香りを漂わせるディフューザーを合計 4 カ所に設置し、被験者に気づかれないよう
に、 2 人の実験協力者に作動させることで行った。言語情報の操作は、 3 目の実験の第 2 次選択の際に
行った。被験者にリンゴに対するネガティブな印象をもたせるような、ある数学者の物語を録音したも
のを、実験前に前回の実験で使用されたリンゴの香りを緩和させるために設定された10分間の休憩時
間に 3 分間流した。 4 回目の実験では、提示誘因間の補完関係を検証するため、評価難易度の低い価
格オプションと環境的要因を両方続けて提示し、商品を選択するように指示した。実験全体における難
易度調整と提示誘因の詳細については図２に示された通りである。 
なお、実験終了後は、被験者の誘因認知の有無を確認するために、環境的要因に対する認知度を測定
する 3 点尺度と、一つの別途尺度を設け、その合計を全体の尺度得点とした。 
 
 4 ．実験結果の分析 
 4－ 1  実験１：基本選択と評価難易度の調整による影響（抽象化過程） 
実験１では、統制群と実験群に同様の条件を与え、A と B いずれかの商品を選択させた。 
設定条件として、最初は「A と B、 2 つの商品の味はそれぞれバニラとリンゴ味で、値段は両方とも
130円、その他の条件は全て同じ」という基本条件を提示し、その後評価難易度の低い属性情報を追加
的に与え、画面に表示されている商品 A と B のうち、どれを選択するか、そして当該行動に関する自
己評価について記入させた。表１は、選択行動の結果をまとめたものである。 
 
表１ 実験１－１と１－２の結果 
 
 
 
 
（数字は N 数、（ ）内の数字は比率を表す。） 
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表２ 難易度調整による変数別の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
表１で示されているように、被験者のほぼ全員が、価格オプションが追加された商品 A を選択した。
評価難易度の低いオプションを与えたことで、多くの被験者が属性情報を基に、金銭的なメリットを十
分認識し、最終的な購買選択を行ったことが見て取れる。 
次の段階では、前回と同様、統制群と実験群に基本条件を与え、その後、評価難易度の高い属性情報
を追加した。その結果、被験者の多くが、実際は比較優位である価格オプションが追加された商品 A
ではなく、商品 B を選択する傾向が確認された。評価難易度の高いオプションを与えたことで、被験
者の一部が提示された属性情報である金銭的なメリットを十分認識することができず、選択与件が不利
な選択行動を行ったことが見て取れる。 
この 2 つの選択行動において、価格オプションの評価難易度の調整が行動主体の情報処理過程にどの
ような影響を与えたかを検証するために、価格オプションを追加した後の行動主体が行った情報処理の
選択手続きにおける各変数の変化を対象に t 検定を行った。表２はその結果を示したものである。表２
で示されたように、選択肢の整合性に関する評価難易度の高い価格オプションが追加されたことで、自
らが行った選択行動に対する「期待・評価・非指向性感情状態・態度・成果」の水準が全体的に大きく
低下している。すなわち、行動主体が十分短い時間の間、複雑で高い情報処理能力が求められる価格オ
プションに直面すると、成果行動への期待が下がり、当該選択の整合性に関する評価水準が共に低下し、
評価難易度の調整が諸過程に有意な影響を与えるという仮説1が検証されたのである。 
 
 4－ 2  実験２：環境的要因による影響─嗅覚情報によるプライミング効果 
実験２では実験１と同様、前後の選択条件に評価難易度を調整した追加的な価格オプションを与える
と共に、実験群にのみ環境的要因（香り）を与えた状態で、A と B いずれかの商品を選択させた。ま
ず、基本条件のもと、商品 A に対し、最初は評価難易度の低い価格オプションを、その後は評価難易
度の高い価格オプションを追加的に与えた。そして、実験群には、環境的な操作誘因として商品 B の
属性と関連していると想定されるリンゴの香りを実験室内に漂わせた状態で、画面に表示されている商
品 A と B のうち、どれを選択するか記入させた。表３は、それぞれの選択条件における結果をまとめ
たものである。 
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表３ 実験２－１と２－２の結果 
 
 
 
 
（数字は N 数、（ ）内の数字は比率を表す。） 
 
表３で示されているように、統制群と実験群が共に実験１と類似した結果となった。すなわち、 2 回
目のオプション提示条件において、両グループにおける被験者の多くが、実際は比較優位である価格オ
プションが追加された商品 A ではなく、商品 B を選択する傾向が確認されたのである。ただし、実験
群における被験者たちには、商品 A から B へ転換した人の数が統制群に比べて顕著に多かった。この
ような結果から、評価難易度の高いオプションを与えたことで、被験者の一部が提示された属性情報で
ある金銭的なメリットを十分認識することができず、選択与件が不利な選択行動を行ったことと、環境
的要因に関連する属性を有する商品 B に、より顕著な選好の移動が見られたことが確認された。 
この 2 つの選択行動において、環境的要因が行動主体の情報処理過程にどのような影響を与えたかを
検証するために、誘因追加後の情報処理の選択手続きの変化を対象に t 検定を行った。その結果、表４
で示されたように、実験群では、選択肢の属性に関連している環境的要因が追加されたことで、自らが
行った選択行動に対する各変数別評価値が、統制群に比べて全体的に改善されている。すなわち、行動
主体が十分短い時間の間、複雑で高い情報処理能力が求められる価格オプションに露出されている場合、
情報処理過程における各段階別変数の評価値が低下するという一般的傾向に対し、実験群では各変数別
評価値が依然として低水準となってはいるものの、統制群と比較して有意な改善効果が見られたのであ
る。特に注目すべき点は、当初の予想に反して、行動関連態度より非指向性感情状態に対する改善効果
が顕著であったことである。したがって、仮説２は支持された。 
 
表４ 嗅覚情報による変数別の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 4－ 3  実験３：環境的要因による影響─言語情報によるプライミング効果 
実験３では、選択行動における行動主体の情報処理に対する一貫性への欲求を緩和させるため、評価
─   ─ 145
難易度の調整を高いものから低いものへと変更すると同時に、商品 B が価格的なメリットを有するよ
うな価格オプションを与えた。その後、統制群と実験群の両方に同様の選択条件から追加的な価格オプ
ションを与え、実験群にのみ環境的要因（言語情報）を与えた状態で、A と B いずれかの商品を選択
させた。表５は、その結果をまとめたものである。 
その結果、表５で示されているように、 2 回目のオプション提示条件において、統制群のほぼ全員
が商品 B を選んだのに対し、言語情報の操作を受けた実験群では、商品 A を選択した人の数が依然と
して多かったことが明らかになった。すなわち、被験者のほとんどが金銭的なメリットを十分認識して
いるにもかかわらず、ネガティブな印象をもたせた言語情報に影響され、それに関連する属性を有する
商品 B から、選択与件が不利な購買選択肢である商品 A へと、行動主体の選好が移動したのである。 
この 2 つの選択行動における環境的要因（言語情報）の影響を検証するために、実験２と同様の t 検
定を行った。その結果、表６で示されたように、実験群では、選択肢の属性に関連している環境的要因
が追加されたことで、自らが行った選択行動に対する評価値が、統制群に比べて全体的に低下している。
すなわち、行動主体が選択与件の優劣関係が容易に把握できる価格オプションに露出されている場合、
情報処理過程における各段階別変数の評価水準が高まるという一般的傾向に対し、ネガティブな環境的
要因が与えられている実験群では評価水準の改善効果が得られなかったのである。したがって、仮説3
は支持された。 
 
表５ 実験３－１と３－２の結果 
 
 
 
 
（数字は N 数、（ ）内の数字は比率を表す。） 
 
表６ 難易度調整による変数別の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
 4－ 4  実験４：価格オプションの追加による情報処理の精巧化─具体化過程 
実験４では、選択行動における属性要因と環境的要因との補完関係を検証するため、両グループに対
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し、商品 B が価格的なメリットを有するように評価難易度の低い価格オプションを与えると同時に、
実験群にのみ環境的要因（嗅覚情報）による操作を行った。その結果、表７で示されているように、追
加的な価格オプションの提示条件において、統制群と実験群の多くが金銭的なメリットを十分認識し、
商品 B を選択した。表７は、その結果をまとめたものである。 
なお、環境的要因の影響を検証するために、誘因操作後の選択手続きにおける各変数の変化を対象に
t 検定を行った。その結果、表８で示されたように、実験群では、選択肢の属性に関連している環境的
要因が追加されたことで、選択行動に対する評価値が統制群に比べてさらに向上している。すなわち、
行動主体が選択与件の優劣関係が容易に把握できる価格オプションに露出されている場合、情報処理過
程における各段階別変数の評価水準が高まるという一般的傾向と、そこに選択対象となる商品の属性と
肯定的に関連している環境的要因を追加的に与えたことで、価格オプションに対する環境的要因の補完
効果により評価水準の改善効果が得られたのである。それによって、仮説4は支持された。 
 
表７ 実験４の結果 
 
 
 
 
（数字は N 数、（ ）内の数字は比率を表す。） 
 
表８ 難易度調整による変数別の変化 
 
 
 
 
 
 
 
 
表９ 提示誘因の認知率 
 
 
 
 
 
（各数字は N 数、（ ）内の数字は比率を表す。） 
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実験終了後は、提示誘因に対する被験者の誘因認知の有無を確認するために、環境的要因に対する認
知度の測定を行った。その結果は、表９にまとめられている。提示誘因の認知度に対する事後評価の結
果は、被験者の多くが提示された誘因そのものを認識していない上に、誘因操作にも気づいていなかっ
たことを意味する。また、自由回答方式で行われた確認項目でも環境的要因に関する言及は全く確認さ
れなかった。すなわち、環境的要因による誘因効果に関する分析の結果は、そのいずれも提示された誘
因が情報処理過程において活性化されていたことが立証されたことを示しており、仮説5.1 と 5.2が共
に検証された。 
 
 5 ．理論的示唆 
本稿では、行動主体の情報処理過程上において発現される選択行動の相違に関して、購買行動が諸環
境における様々な要素に影響され、時には潜在的な経路を通り現れる可能性について論じると共に、属
性評価と環境的要因の同時的影響について実験とその分析による検証を行った。諸データが示している
ものの中で注目すべきなのは、誘因操作が行われていない場合において統制群と実験群の選択行動が概
ね同方向に向かっていることと、誘因操作直後から両グループにおける選択行動の相違が顕著に現れて
いることである。これはすなわち、本実験において想定した誘因効果が行動操作に有意に作用したこと
を意味するものである。 
特に、実験３で明らかとなった両グループにおける成果行動の顕著な差は、環境的要因が評価過程の
媒介的役割による経路をたどっていくだけではなく、行動関連態度へ直行する経路も存在していること
を意味するものであり、たとえ行動主体が特定の商品に対して精巧な属性評価値と高い選好度を持って
いる場合でも、他の選択肢と肯定的に関連する環境的要因を知覚した場合は既存商品の購入を棄却する
可能性があることを示唆している。それにより、行動操作を行う際に属性情報に加え、それと同時に環
境的要因の操作を行ったほうが成果行動の相違を見出すのにより有効な方法であることが明らかとなっ
たのである。 
本稿における分析を通して得られた知見をまとめると、環境的要因の誘因操作が、実際の購買環境に
おいて有効な戦略的手段として活用するに十分な効果を有するということがあげられる。その可能性は、
環境的要因による誘因操作が行動主体の意識体系の有無に関係なく、選択行動に対する事後評価におい
て有効な改善効果を与えるということ、そして、さらには、認知的評価に基づいて行われる情報処理過
程における各段階にも、補完効果を通じて有効に働くという結果によって裏付けられている。その意味
で本実験の結果は、既存研究に対して補完的役割を果たすものとして、今後の類似研究の方向性にも有
効な学問的提案を行うことができると考えられる。 
 
 6 ．まとめと今後の課題 
本研究の成果を踏まえると、今後購買情報処理過程における環境的要因の誘因効果に関するより複
雑なモデルへの拡張が期待される。しかしながら、本研究の成果を今後、より包括的なモデルの提案
へ発展させるためには、以下に示す幾つかの改善すべき課題について取り組んでいく必要があると考
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えられる。 
まず、本実験は個別情報の誘因効果の水準を向上させるために、実験環境や設問項目に様々な制約条
件を設定している。これは、実店頭におけるフィールド調査ではく、制限された選択与件から構成され
ているシナリオによって選択行動全般に対する行動操作を試みていたことに起因しており、最終的に実
際の購買環境において得られるであろう、幅広いデータを収集するまでには至らなかった。したがって、
本稿における諸成果を現実における個別戦略に応用していくには、実際の購買状況において発現される
消費者の様々な選択与件や消費者に認知される混合情報の影響に関して、より包括的に考慮する必要が
ある。今後は調査対象者の購買行動を実際の店頭にて測定する別途の実験を追加することで、操作誘因
から予想される行動傾向が実際の購買行動にどの程度反映されるかに関する検証を行うべきであると考
えられる。また、実験群において誘因操作を行う際、環境的要因に対する潜在的記憶構造によるプライ
ミング効果の影響を排除するのに十分な時間的ラグが設計に反映されていないこと、そして母集団の数
が少なかったことに関しても再検討する必要がある。 
今後の関連研究において想定されるであろう共通の目標は、選択行動の動態的な変化過程をさらに詳
しく考察することにある。その意味で、環境的要因を極力暗示的に示した本実験において採用されてい
る行動操作の手法は、自らの選択行動に影響を与えた要因を行動主体に再度確認させるフィードバック
の機会を与えることで、むしろそのようなフィードバックがその後の選択行動の補助的役割を果たす短
期的な経験知になることを防いだ点においては、類似研究が共通して抱えている調査上の問題を解決す
るための方策として価値を有しているという推測も十分に説得力を持っていると言えよう。 
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